
　　議案第40号

 （総　　則）
　　第１条　　令和６年度飯南町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
　　第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）接続戸数 1,780 戸　接続率　93.5％

（２）年間総配水量 761,440 ㎥

（３）一日最大配水量 2,421 ㎥

（４）主要な建設改良工事 　　給水装置新設工事、水道管支障移転工事

 （収益的収入及び支出）
　　第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　　簡易水道事業収益 千円

　第１項　　営業収益 千円

　第２項　　営業外収益 千円

第１款　　簡易水道事業費用 千円

　第１項　　営業費用 千円

　第２項　　営業外費用　 千円

　第４項　　予備費 千円

256,530

241,016

217,364

3,000

12,514

115,364

 令和６年度 飯南町簡易水道事業会計予算

収　　　入

支　　　出

102,000
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　　　　 （資本的収入及び支出）
　　　　　　第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

18,302 千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額　1,431千円、 過年度損益勘定留保資金　
　　　   16,871千円で補填する。）。

第１款　　資本的収入 千円

　第１項　　企　業　債 千円

　第２項　　受益者分担金 千円

　第３項　　負担金及び受託金 千円

　第５項　　一般会計出資金 千円

第１款　　資本的支出 千円

　第１項　　建設改良費 千円

　第２項　　企業債償還金               千円

　　　　（企業債）

　　　　　　第５条　  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 起債の方法 利率

12,300 千円 証書借入 4.0％以内

　　　　（一時借入金）

　　　　　　第６条　  一時借入金の限度額は、　150,000 千円と定める。

　　　　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　　　　第７条　  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　　　　　 （１）　第１款　簡易水道事業費用

　　　　　　　　     　　　第１項　営業費用

　　　　　　　　 　　　　　第２項　営業外費用

39,644

12,300

22,900

153,427

支　　　出

135,125

1,000

収　　　入

113,783

98,925

起債の目的

簡易水道事業

償還の方法

都合により据置期間及び償還期限を短縮し、若しくは

借入先の融資条件による。ただし企業財政その他の

繰上償還又は低利債に借り換えることができる。

- 2 -





　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

（１）　総係費 19,108 千円

　（他会計からの補助金）

　第９条　　簡易水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、40,457千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

　第10条　　たな卸資産の購入限度額は、2,677千円と定める。

　（重要な資産の取得及び処分）

　第11条　　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりと定める。

（１）取得する資産

種　　類 名　　称 数　　量

構築物 水道管等 一式

令和 ６ 年 ３ 月 ５ 日　提　出

令和 ６ 年 ３ 月 　 日

飯　南　町　長　　　塚　 原　 隆 　昭

飯南町議会議長　　　早    樋    徹    雄

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
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令和６年度

飯南町簡易水道事業会計予算附属説明書
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　（収　入） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 簡易水道事業収益 217,364

1 営 業 収 益 102,000

1 給 水 収 益 102,000

2 営 業 外 収 益 115,364

1 受 取 利 息 配 当 金 1

2 他 会 計 補 助 金 36,015

3 長 期 前 受 金 戻 入 79,346

4 雑 収 益 1

5 消 費 税 還 付 金 1

　（支　出） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 簡易水道事業費用 256,530

1 営 業 費 用 241,016

1 水 道 事 業 管 理 費 79,255

2 総 係 費 19,108

3 業 務 管 理 費 7,029

4 減 価 償 却 費 135,624

2 営 業 外 費 用 12,514

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

12,463

2 消 費 税 1

3 雑 損 費 50

4 予 備 費 3,000

1 予 備 費 3,000

令和６年度 飯南町簡易水道事業会計予算実施計画書

１．収益的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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　（収　入） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 資 本 的 収 入 135,125

1 企 業 債 12,300

1 企 業 債 12,300

2 受 益 者 分 担 金 1,000

1 受 益 者 分 担 金 1,000

3 負 担 金 及 び 受 託 金 22,900

1 工 事 負 担 金 22,900

5 一 般 会 計 出 資 金 98,925

1 一 般 会 計 出 資 金 98,925

　（支　出） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 資 本 的 支 出 153,427

1 建 設 改 良 費 39,644

1 建 設 改 良 費 39,644

2 企 業 債 償 還 金 113,783

1 企 業 債 償 還 金 113,783

款 項 目

2．資本的収入及び支出

款 項 目
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（収　入） （単位　千円）

金額

1 簡易水道事業収益 217,364 222,466 △ 5,102

1 営 業 収 益 102,000 102,000 0

1 給 水 収 益 102,000 102,000 0

1 水 道 使 用 料 102,000

2 営 業 外 収 益 115,364 120,466 △ 5,102

1 受 取 利 息 配 当 金 1 1 0

1 預 金 利 息 1

2 他 会 計 補 助 金 36,015 36,662 △ 647

1 一 般 会 計 補 助 金 36,015

3 長 期 前 受 金 戻 入 79,346 83,801 △ 4,455

1
補 助 金 長 期
前 受 金 戻 入

22,861 国庫補助金等

2
負 担 金 長 期
前 受 金 戻 入

11,252 負担金

3
そ の 他 長 期
前 受 金 戻 入

45,233 その他

4 雑 収 益 1 1 0

1 雑 収 益 1

5 消 費 税 還 付 金 1 1 0

1 消 費 税 還 付 金 1

（支　出） （単位　千円）

金額

1 簡易水道事業費用 256,530 249,161 7,369

1 営 業 費 用 241,016 231,911 9,105

1 水 道 事 業 管 理 費 79,255 65,446 13,809

1 備 消 耗 品 費 1,883

2 燃 料 費 373

3 光 熱 水 費 18,720

4 通 信 運 搬 費 1,935

5 手 数 料 90

前年度
予定額

区分
説明項

説明

節

節

区分

令和６年度  飯南町簡易水道事業会計収入支出明細書

１．収益的収入及び支出

款 項 目

比　　較目款

比　　較

前年度
予定額

本年度
予定額

本年度
予定額
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（支　出） （単位　千円）

金額

( 営 業 費 用 ) ( 水 道 事 業 管 理 費 ) 6 委 託 料 16,702

7 使 用 料 778

8 修 繕 費 12,612

9 原 材 料 費 690

10 工 事 請 負 費 25,271

11 保 険 料 194

12 公 課 費 7

2 総 係 費 19,108 18,216 892

1 給 料 8,262

2 手 当 6,590

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,120

4
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

70

5 法 定 福 利 費 3,066

3 業 務 管 理 費 7,029 6,854 175

1 旅 費 830

2 備 消 耗 品 費 67

3 手 数 料 43

4 委 託 料 4,881

5 使 用 料 15

6 負 担 金 1,193

4 減 価 償 却 費 135,624 141,395 △ 5,771

1 建 物 減 価 償 却 費 2,382

2 構 築 物 減 価 償 却 費 88,344

3 機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 費 44,898

2 営 業 外 費 用 12,514 14,250 △ 1,736

1 12,463 14,199 △ 1,736

1 企 業 債 利 息 12,363

2 一 時 借 入 金 利 息 100

2 消 費 税 1 1 0

1 支 払 消 費 税 1

3 雑 損 費 50 50 0

1 雑 損 費 50

4 予 備 費 3,000 3,000 0

1 予 備 費 3,000 3,000 0

1 予 備 費 3,000

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

区分

(簡易水道事業費用)

前年度
予定額

比　　較
節

説明目
本年度
予定額

款 項
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（収　入）             （単位　千円）

金額

1 資 本 的 収 入 135,125 98,554 36,571

1 企 業 債 12,300 7,600 4,700

1 企 業 債 12,300 7,600 4,700

1 簡 易 水 道 事 業 債 6,200

2 過 疎 債 6,100

2 受 益 者 分 担 金 1,000 1,000 0

1 受 益 者 分 担 金 1,000 1,000 0

1 加 入 分 担 金 1,000

3 負担金及び受託金 22,900 5,428 17,472

1 工 事 負 担 金 22,900 5,428 17,472

1 工 事 負 担 金 22,900

4 補 助 金 0 3,160 △ 3,160

1 国 県 補 助 金 0 3,160 △ 3,160

5 一 般 会 計 出 資 金 98,925 81,366 17,559

1 一 般 会 計 出 資 金 98,925 81,366 17,559

1 一 般 会 計 出 資 金 98,925

（支　出）             （単位　千円）

金額

1 資 本 的 支 出 153,427 132,133 21,294

1 建 設 改 良 費 39,644 20,363 19,281

1 建 設 改 良 費 39,644 20,363 19,281

1 修 繕 費 4,400

2 工 事 請 負 費 35,244

2 企 業 債 償 還 金 113,783 111,770 2,013

1 企 業 債 償 還 金 113,783 111,770 2,013

1 企 業 債 元 金 償 還 金 113,783

２．資本的収入及び支出

款 項 目
本年度
予定額

節
説明

説明
区分

区分

前年度
予定額

前年度
予定額

比　　較

比　　較
節

款 項 目
本年度
予定額
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（単位　　千円）

（１） 当年度純利益（△は純損失） △ 40,338

（２） 減価償却費 135,624
（３） 固定資産除去費 0

（４） 引当金の増減額（△は減少） 31

（５） 長期前受金戻入額 △ 79,346

（６） 受取利息 △ 1

（７） 支払利息 12,463

（８） 未収金の増減額（△は増加） 0

（９） 未払金の増減額（△は減少） 0

（10） 貯蔵品の増減額（△は増加） △ 1,690

小計 26,743

（11） 受取利息 1

（12） 支払利息 △ 12,463

業務活動によるキャッシュ・フロー 14,281

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 36,040

（２） 補助金等による収入 21,727

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,313

（１） 企業債による収入 12,300

（２） 一般会計出資金による収入 98,925

（３） 企業債の償還による支出 △ 113,783

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,558

資金増減額 △ 2,590

資金期首残高 23,858
資金期末残高 21,268

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和６年度　飯南町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

（間接法により作成）
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(簡易水道事業）

1　一　般　職

　（１）総　　括

職員手当 期末手当 住居手当
その他の
手   当

1,859 234

の内訳 1,714 234

145 0

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

扶養手当120、児童手当135 　

昇給等118

　

職員手当 510

制度改正に伴う増減 137 期末89、勤勉48 　

その他の増減 373

給与改定46 　

昇給昇格に伴う増 154 昇給154 　

比　較 120

給　　料 200

給与改定に伴う増 46

その他の増減

76

（単位　千円）

区　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　　明 備　　考

0 0

1,405

1,371

34

前年度 318 1,425 1,500 252

本年度 438 1,501 1,500 252

135

360

495

（単位　千円）

区　分 扶養手当 勤勉手当
管理職
手　 当

時間外
手   当

通勤手当 退職手当児童手当

比　較 0 200 510 710 186 896

前年度 2 8,062 7,174 15,236 2,945 18,181

本年度 2 8,262 7,684 15,946 3,131 19,077

給　与　費　明　細　書

（単位　千円）

区　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　　計 備　　考
（人） 報　　　酬 給　　　料 職員手当 計
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　（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たりの給与

イ　初　任　給

高校卒 165,138

大学卒
保健師
　　　230,085

備　考
看護師
　　　220,318

（単位　円）

（単位　円）

単　　　労　　　職

　

　

　

医　療　職

　

　

一　　　般　　　職区　　　　　　　　　　　　分

平均給料月額（円）

353,366

令和6年4月1日現在 378,063

42歳6月

区　分

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

342,813

一　般　職 単　　労　　職 医　療　職
一般職

　

医療職単労職

国　　　　の　　　　制　　　　度

41歳6月

令和5年4月1日現在 平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

334,218

228,500

167,756 166,600 　

　

197,561

164,000

196,200
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　　ウ　級別職員数　　　　　　　　　　　

等級 等級 職員数（人） 等級 職員数（人） 構成比（％）

６級 ６級 ６級

５級 ５級 ５級

４級 ４級 ４級

３級 ３級 ３級

２級 ２級 ２級

１級 １級 １級

計 計 計

６級 ６級 ６級

５級 ５級 ５級

４級 ４級 ４級

３級 ３級 ３級

２級 ２級 ２級

１級 １級 １級

計 計 計

（級別の職務内容）

事務長等

1級

一般職
課長、議会事務局長 課長補佐等

保育所長

区　分 2級6級 5級 4級 3級

保育士主任保育士

主幹 主事

保育士

100.0

区　　分

2 100.0

令和6年4月1日現在

2

医療職単労職

職員数（人） 構成比（％） 構成比（％）

一般職

主任主事

保育士

主任

令和5年4月1日現在

2 100.0

100.0

2
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エ　昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昇給に係る職員数（Ｂ）　　　　　（人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

昇給に係る職員数（Ｂ）　　　　　（人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

オ　期末手当・勤勉手当

代表的な職種

本
年
度

区　　　　　　　　　分 合　　計
医療職

号給数別内訳

2

2号給(人）

一般職 単労職

2

2

2

100.0

4号給(人）
号給数別内訳

6号給(人）

2号給(人）

8号給(人）

2

2

2

2

職員数　　　　　（Ａ）　　　　　（人） 2

6号給(人）

8号給(人）

4号給(人） 2

職員数　　　　　（Ａ）　　　　　（人） 2

100.0

有（５％・１０％）

有国の制度 2.250

前年度 2.075 2.075

2.250 4.50

4.15

本年度

前
年
度

2.150 2.150

区　分
６月（月分） １２月（月分）

100.0 100.0

4.30 有（５％・１０％）

（月分）

職制上の段階、職務

の級等による加算措置

支給期別支給率 支給率計

2

備　　考
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カ　定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

国の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

キ　地域手当

　

　

　

　

ク　特殊勤務手当

単労職

ケ　その他の手当

　

手当の対象となる家賃の下限と支給上限

自動車等通勤者に対する距離区分と支給額　

区　　　分

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

通　　勤　　手　　当

同

異

異

国　の　制　度　と　の　差　異 差　　異　　の　　内　　容

給料総額に対する比率

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）
（令和6年4月1日現在）

区　　　分
代表的な職種

医療職一般職
全職種

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

区　分 その他の加算措置 備    考
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（単位　千円）

１． 営業収益

　　 (1) 給水収益 92,727

　　 (2) その他営業収益 0 92,727

２．営業費用

　　 (1) 水道事業管理費 60,053

　　 (2) 総係費 18,954

　　 (3) 業務管理費 6,244

　　 (4) 減価償却費 141,395 226,646

　　　　営業損失 133,919

令和５年度飯南町簡易水道事業会計予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで ）
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３．営業外収益

　　 (1) 受取利息及び配当金 1

　　 (2) 補助金 36,662

　　 (3) 長期前受金戻入 83,801

　　 (4) 雑収益 1 120,465

４． 営業外費用

　　 (1) 支払利息及び

　　　　 企業債取扱諸費 14,199

　　 (2) 雑損費 50 14,249 106,216

　　　　経常利益 △ 27,703

５． 予備費 2,727 2,727 2,727

　　　　当年度純利益 △ 30,430

　　　　前年度繰越欠損金 386,528

　　　　当年度未処理欠損金 416,958
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（単位　　千円）

　１．　固　定　資　産

　　 （１）　有形固定資産

　　　イ　土地 0

　　　ロ　建物 121,126

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 85,086 36,040

　　　ハ　構築物 4,894,670

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 2,813,328 2,081,342

　　　ニ　機械及び装置 1,275,352

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 840,732 434,620

　　　ホ　建設仮勘定 0

　　　　　　有形固定資産合計 2,552,002

　　　　　　固定資産合計 2,552,002

　２．　流　動　資　産

　　 （１）　現金預金 23,858

　　 （２）　未収金 19,580

　　　　　　貸倒引当金 △ 3,878 15,702

　　 （３）　貯蔵品 3,016

　　　　　　　　流動資産合計 42,576
2,594,578

令和５年度飯南町簡易水道事業会計予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

　資　　産　　の　　部

資 産 合 計
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　３．固　定　負　債
　　 （１）　企業債
　　　　　イ　建設改良企業債 1,110,115
　　　　　　　固定負債合計 1,110,115
　４．流　動　負　債
　　 （１）　一時借入金 0
　　 （２）　一年以内返済予定企業債
　　　　　イ　建設改良企業債 113,782
　　 （３）　未払金 16,500
　　 （４）　賞与引当金 1,094
　　 （５）　法定福利費引当金 65
　　 （６）　その他の流動負債 323
　　　　　　　流動負債合計 131,764
　５．繰　延　収　益
　　 （１）　長期前受金
　　　　　イ　国庫補助金 1,208,345
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 696,459 511,886
　　　　　ロ　負担金 645,922
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 288,693 357,229
　　　　　ハ　その他 2,078,082
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 1,506,954 571,128
　　　　　ニ　建設仮勘定長期前受金 0

　　　　　繰延収益合計 1,440,243
2,682,122

　６．資　　本　　金
　　 （１）　繰入資本金 329,414

329,414
　７．剩　　余　　金
　　 （１）　利益剰余金
　　　　 イ　当年度未処理欠損金 416,958

△ 416,958
△ 416,958

　　　　　　　　資本合計 △ 87,544
　　　　　　　　負債資本合計 2,594,578

　負　　債　　の　　部

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 の 部 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

負 債 合 計

　資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計
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（単位　　千円）

　１．　固　定　資　産

　　 （１）　有形固定資産

　　　イ　土地 0

　　　ロ　建物 121,126

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 87,468 33,658

　　　ハ　構築物 4,930,710

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 2,901,672 2,029,038

　　　ニ　機械及び装置 1,275,352

　　　　　　　減価償却費累計額 △ 885,630 389,722

　　　ホ　建設仮勘定 0

　　　　　　有形固定資産合計 2,452,418

　　　　　　固定資産合計 2,452,418

　２．　流　動　資　産

　　 （１）　現金預金 21,268

　　 （２）　未収金 19,580

　　　　　　貸倒引当金 △ 3,878 15,702

　　 （３）　貯蔵品 4,706

　　　　　　　　流動資産合計 41,676
2,494,094

令和６年度飯南町簡易水道事業会計予定貸借対照表

資 産 合 計

　資　　産　　の　　部

（令和７年３月31日）
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　３．固　定　負　債
　　 （１）　企業債
　　　　　イ　建設改良企業債 1,017,071
　　　　　　　固定負債合計 1,017,071
　４．流　動　負　債
　　 （１）　一時借入金 0
　　 （２）　一年以内返済予定企業債
　　　　　イ　建設改良企業債 105,343
　　 （３）　未払金 16,500
　　 （４）　賞与引当金 1,120
　　 （５）　法定福利費引当金 70
　　 （６）　その他の流動負債 323
　　　　　　　流動負債合計 123,356
　５．繰　延　収　益
　　 （１）　長期前受金
　　　　　イ　国庫補助金 1,208,345
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 719,320 489,025
　　　　　ロ　負担金 667,649
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 299,945 367,704
　　　　　ハ　その他 2,078,082
　　　　　　　　　収益化累計額 △ 1,552,187 525,895
　　　　　ニ　建設仮勘定長期前受金 0

　　　　　繰延収益合計 1,382,624
2,523,051

　６．資　　本　　金
　　 （１）　繰入資本金 428,339

428,339
　７．剩　　余　　金
　　 （１）　利益剰余金
　　　　 イ　当年度未処理欠損金 457,296

△ 457,296
△ 457,296

　　　　　　　　資本合計 △ 28,957
　　　　　　　　負債資本合計 2,494,094

　負　　債　　の　　部

資 本 の 部 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 合 計

　資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅰ.重要な会計方針

１ 飯南町簡易水道事業は平成31年度より企業会計へ移行し、地方公営企業法及び改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～38年

構築物 10～60年

機械及び装置 8～20年

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

本町は退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めによ

り、簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出している以降の追加的負担は、全額一般会計において措置することになっているため

簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処置を行っている。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.予定キャッシュ・フロー計算書関連

当該事項はない。

Ⅲ.予定貸借対照表等関連

１ 担保に供している資産等

該当する資産はない。

２ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は 円である。

３ 重要な係争事件に係る損益賠償義務等に関する事項

当該事項はない。

４ 引当金の取り崩し

（１）賞与引当金の取り崩し

令和6年度において、期末手当及び勤勉手当として1,680千円を支給するため、賞与引当金1,047千円を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金の取り崩し

令和6年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として105千円を支給するため、法定福利費引当金59千円を取り崩す予定である。

Ⅳ.減損損失

当該事項はない。

財務諸表等に係る注記

603,585,915
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